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研究成果の概要（和文）：先行研究から、在日コリアン高齢者は日本人高齢者と比べ、ハイリ

スク高齢者となりやすい傾向にあることが明らかとなっている。しかし、集住地区以外では在

日コリアン高齢者の健康問題は不明な点が多く残されおり、学術レベルでの検討が必要とされ

ている。今回の研究期間で集住地区以外での在日コリアン高齢者の社会的因子、心理的因子と

身体的な健康問題を明らかにし、地域の看護、福祉職がその対策を地域で行うための看護支援

モデルを策定することを目的として調査に着手した。現在、そのデータのクリーニングが終了

し、分析を進めている。 
研究成果の概要（英文）：Previous studies state that when compared with Japanese elders, 
Korean elders in Japan are more likely to become high-risk elders. However, apart 
from districts intensively populated by Koreans, there are few studies reporting the 
health conditions of the Korean elders in other areas. The objectives of this study is to 
report on the social factors, psychological factors and the physical health conditions of 
the Korean elders in areas outside those districts intensively populated by Koreans 
and to give suggestions on how to establish models for nursing assistance. Part of the 
data collected from the survey have been processed and are now being analyzed.  
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１．研究開始当初の背景 
在日コリアン高齢者の研究は、主に法制度

の側面、労働市場における階層問題として、

また、2世以降のアイデンティの問題としてな
ど様々な側面から研究が進んでいる。そのな

かで、本研究に特に関係のある社会福祉学的

側面の研究について特に整理を行う。在日コ

リアン高齢者の生活実態を調査した研究では、

在日の集住地区である大阪市において行われ

た生活実態調査がある。ここでは、在日コリ

アン高齢者を抱える世帯の低所得問題と、在

日コリアン高齢者の介護の81.7％が家族介護
に依存していることが上げられており、大阪

地区の在日コリアン家族の介護負担が大きい

ことが指摘されている。また、在日コリアン

高齢者は識字率が低いこと、年金受給率が低

いことが明らかとなっている。在日コリアン

高齢者には無年金問題については、国民年金

制度は昭和34年開始されたが、当時加入条件
には、日本国内に在住しており、年齢が20歳
から60歳であることや、日本国民であること
が条件付けられていた。その後、平成2年の法
改正により、昭和34年に年金制度に加入でき
なかった人に対し、過去にさかのぼって国民

年金加入が認められたが、当時60歳以上だっ
た人は対象とならず制度上の無年金となった。

そのため、福祉サービスが必要な年齢である

のにもかかわらず、年金を受給していないな

ど、福祉サービスを受けにくい要因ともなっ

ている。また、同じ大阪市において在日コリ

アン高齢者と日本人高齢者のQOL（Qualiity 
of life=生活の質）を比較した研究がおこなわ
れている。その結果によると、在日コリアン

高齢者は日本人高齢者と比べ主観的健康観、

生活満足、毎日の気分、家族関係の満足度、

友人関係の満足度などの項目で、日本人と比

べ低いことが明らかとなっている。在日コリ

アン高齢者への介護活動としては、大阪地区

の在日2世、3世コリアンが在日コリアン高齢
者を地域で支える活動報告が始まり,報告さ
れ始めている。しかしながら、その活動はま

だ活動報告としてである。また、大阪におけ

る、在日コリアン女性のエンパワメント活動

としての報告もある。いかにして在日として

の主体性を形成しエンパワメント活動がされ

たかを報告している。その結果によれば、公

共施設が在日コリアン女性に集まりの場所を

提供する働きをしたことがあげられており、

在日男性が不在であったことが、伝統的な不

平等なジェンダー規範が働くことなく、在日1
世女性のエンパワメント形成に役立ったと結

論づけている。また、東京における 在日コ

リアン高齢者の介護保険導入後の在宅ケアサ

ービスの使用状況と利用意向の事態調査を行

った研究では、大阪の研究と同様に在日コリ

アン高齢者には、無年金から来る経済的問題

があること、言葉や生活習慣の違いから介護

保険サービスを利用しにくい現状があること、

さらに、介護保険サービスの利用意思が高い

こと、識字能力に問題があること、家族で介

護をおこなうという思考が強いこと、後期高

齢者の7割が無年金であることが明らかとな
った。そのなかで、在日コリアンの高齢化率

は（全人口における65歳以上の割合）は日本
の21%に比べれば14.4％と低いが15歳未満の
子供の比率も8.8％と、日本の13.7％よりも低
く急速に高齢化が進むと思われる。65歳以上
の在日コリアン高齢者は朝鮮半島から渡って

きた1世が占めている。在日コリアンの社会は、
わが国と同様に高齢化か進行しつつある。そ

のような背景から、在日2世、3世コリアンを
中心に在日コリアン高齢者を支える活動が、



はじまり報告がされてきている。日本におい

ても急激な高齢化は、保健分野、福祉分野で

サービスの質の向上に向けた内容の充実が課

題となっている。その中で日本の保健、福祉

分野においての在日コリアン高齢者は、具体

的な福祉、保健サービスの対応が立ち遅れて

いる。 
また、集住地区以外の在日コリアン高齢者

の研究はあまり行われておらず、本研究が集

住地区以外の在日コリアン高齢者を対象にし

た看護研究では、初めてとなる。わが国では

急速な高齢化に対応するために、高齢者の生

活の質の向上に向けた対策が急務となってい

る。また、高齢者にむけた，政策の充実も課

題となり、生活の質(QOL)の評価の必要性が
増大している。しかしながら、在日コリアン

高齢者に対しては、大阪地区の在日コリアン

高齢者の生活実態調査や、日本人とのQOLの
比較調査が行われている段階である。全国的

に入管法の改正より、ブラジル籍市民を中心

に、新来外国人が増加し定住化している。新

来外国人に対しての研究の多くは、診療場面

を扱ったものが中心となっている。現在、多

く生産年齢層であるブラジル籍住民は、20年
から30年後には移民の高齢層となる。移住し
た先である日本国内で、高齢を迎える。高齢

者となり長期における外国生活により、母国

の基盤をなくした外国人高齢者が、日本で老

後を迎えることもすでに非現実的な話ではな

いと思われる。その中で、在日1世コリアン高
齢者問題は、今後の高齢者問題を考える上で、

重大な示唆を与えてくれると考える。 
 
２．研究の目的 
本研究では、本研究は、地方都市在住の在

日コリアン高齢者の社会的因子（社会ネット

ワーク等）、心理的因子（主観的幸福感、抑

うつ）と身体的な健康問題を明らかにし、身

体・心理・社会的な健康と QOL との関連を

示すことを目的としている。健康実態とその

関連要因を明らかにすることで、在コリアン

高齢者への看護支援モデルの構築を行うも

のである。 
 
３．研究の方法 
韓国、朝鮮系の団体と在日コリアン高齢者

の生活支援を行っているＮＰＯ法人に属す

る 65 歳以上の高齢者で、研究協力を得られ
た男女 100 名を対象に訪問調査法を用いて、
地方都市在住の在日コリアン高齢者の社会

的因子（社会ネットワーク等）、心理的因子

（主観的幸福感、抑うつ）と身体的な健康問

題の調査を行った。 
 
① 研究を遂行するための具体的な工夫  

在日コリアン高齢者は、日本社会の中で歴

史的に差別を受けてきた背景がある。その様

な背景を考慮し、プライバシーの配慮には十

分注意する。研究を進める上で、深いラポー

ルを形成する必要がある。また、同じ民族の

出身者を大切にするという在日の特徴も考

慮し、在日出身者に協力を依頼した。 
 
② 究計画を遂行するための研究体制につい

て 

NPO 法人は在日コリアン高齢者の生活支
援を行うために設立された NPO 法人である。
研究者と NPO 法人の協力者は、民団、総連
双方団体に協力を求め、在日組織が既存して

いる在日の人的ネットワークを利用し、地域

にいる在日コリアン高齢者をリストアップ

する。また、在日関連 NPO 法人に通所して
いる高齢者は、施設に出向き面接調査を行う。

在日関連 NPO 法人の協力者、補助者は、訪
問調査等の同意を確認する際や、研究対象者

から同行の希望があった場合、同行してもら

い調査を行った。 
 



４．研究成果 

先行研究の検証、プレ調査の結果より、調

査項目を、生活の質と生活満足度（喫煙の有

無と状況、飲酒の有無と状況、朝食の摂取状

況）QOL 尺度(生活活動力、健康満足度、人
的サポート満足度、経済的ゆとり満足度、精

神的健康、精神的活力) 活動能力（老研式活
動能力指標（手段的自立、知的能動性、社会

的役割）ソーシャルサポートの受領または提

供についてとし、調査を実施した。データに

ついてはクリーニングを終了ののち、分析を

進めている。結果として本研究期間では当初

の研究目的を完全に達成することができな

かった。その理由としては集住地でない地域

では、分散して居住しているため、対象者の

抽出が難しく、仮に抽出されたとしても今ま

での歴史的な背景より、研究参加の同意をと

るまでに時間を要したことがあげられる。そ

の中での本研究の成果は、集住地区以外に住

む在日コリアン高齢者問題の動向の把握し、

課題の抽出ができたことにあるといえる。こ

れらの課題の解決は、研究者が協力を行うこ

とや、十分な資金と時間が不可欠であると考

える。今後も継続して本研究課題に取り組む

必要がある。 
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